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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１．商号 

豊トラスティ証券株式会社 

 

２．登録年月日(登録番号) 

2007 年 9 月 30 日(関東財務局長(金商)第 299 号) 

 

３．沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年月 沿革 

1957 年 1 月 福岡市天神町に商品先物取引業を事業目的として、豊商事株式会社を設立。 

1961 年 12 月 本社を福岡市から東京都中央区に移転。 

1971 年 1 月 
登録制から許可制への移行に伴い、農林大臣及び通商産業大臣より商品取引員(商品仲買

人から名称変更)としての許可を受ける。 

1979 年 8 月 
４年毎の許可更新制に伴い、農林水産大臣及び通商産業大臣より商品取引員としての第１

回許可更新を受ける。 

1986 年 7 月 

「誘導基準」をクリアし、通商産業大臣より「誘導基準適合取引員」に認定される。(そ

の後、1988 年を除き、1997 年３月末に誘導基準が撤廃されるまで「誘導基準適合取引員」

に認定される) 

1987 年 8 月 
本社ビル完成に伴い、本社を現在地(東京都中央区日本橋蛎殼町一丁目 16 番 12 号)に移

転。 

1990 年 2 月 シンガポールに YUTAKA SHOJI SINGAPORE PTE.LTD.を子会社として設立。 

1991 年 4 月 東穀不動産株式会社(現・ユタカエステート株式会社)を子会社(現・連結子会社)とする。 

1991 年 4 月 ユタカ・フューチャーズ株式会社を子会社として設立。 

1991 年 8 月 農林水産大臣及び通商産業大臣より第一種商品取引受託業の許可を受ける。 

1991 年 10 月 豊不動産株式会社を吸収合併し、経営基盤の強化と事業の拡大を図る。 

1992 年 10 月 
「商品投資に係る事業の規制に関する法律(商品ファンド法)」に基づき、大蔵大臣、農林

水産大臣及び通商産業大臣より商品投資販売業協議法人としての許可を受ける。 

1995 年 8 月 商品取引所法に基づく第一種商品取引受託業の許可更新を受ける。 

1995 年 10 月 
「商品ファンド法」に基づき、大蔵大臣、農林水産大臣及び通商産業大臣より商品投資販

売業運用法人(同協議法人から種類変更)としての許可更新を受ける。 

1995 年 11 月 
日本証券業協会において店頭売買銘柄としての登録承認を受け、株式を公開する。(証券

コード：8747) 

1996 年 11 月 (社)金融先物取引協会(現・(一社)金融先物取引協会)に会員加入。 

1997 年 2 月 ㈱東京金融先物取引所(現・㈱東京金融取引所)に会員加入。 

2001 年 8 月 商品取引所法に基づく第一種商品取引受託業の許可更新を受ける。 

2004 年 12 月 
日本証券業協会による店頭登録市場の廃止に伴い、㈱ジャスダック証券取引所(現・㈱東

京証券取引所(スタンダード市場))へ株式上場。 

2005 年 3 月 改正商品取引所法第 190 条第１項の規定に基づき商品取引受託業務の許可を受ける。 

2005 年 7 月 改正金融先物取引法に基づく金融先物取引業の登録。 



2005 年 12 月 証券仲介業の登録。 

2006 年 2 月 
(財)日本情報処理開発協会(現・(一財)日本情報経済社会推進協会)からプライバシーマー

ク認証を取得。 

2006 年 4 月 
㈱東京金融先物取引所(現・㈱東京金融取引所)にて取引所為替証拠金取引「くりっく 365」

を取引開始。 

2006 年 10 月 株式の分割(株式１株につき２株の割合)。 

2007 年 7 月 ユタカ・アセット・トレーディング株式会社を連結子会社として設立。 

2007 年 9 月 金融商品取引法改正に基づき第一種及び第二種金融商品取引業を登録。 

2010 年 10 月 日本投資者保護基金に加入。 

2010 年 11 月 日本証券業協会に加入。 

2010 年 11 月 ㈱東京金融取引所にて取引所株価指数証拠金取引「くりっく株 365」の取引開始。 

2011 年 3 月 特定非営利活動法人証券・金融あっせん相談センターの対象事業者となる。 

2011 年 4 月 (一社)第二種金融商品取引業協会に加入。 

2014 年 5 月 あかつき証券株式会社と業務提携。 

2014 年 7 月 証券媒介取引開始。 

2015 年 10 月 子会社であるユタカ・フューチャーズ株式会社の解散及び清算。 

2016 年 7 月 北陸地方に金沢支店を新設。 

2017 年 4 月 中国地方に広島支店を新設。 

2017 年 9 月 
マレーシアに YUTAKA SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.を子会社(現・連結子会社)として

設立。 

2017 年 11 月 EVOLUTIONJAPAN 株式会社の商品先物取引部門の事業譲受。 

2020 年 4 月 商品デリバティブ取引のオンライン部門を事業分離。 

2020 年７月 ㈱大阪取引所にて商品先物取引等参加者として商品デリバティブ取引を開始。 

2020 年 11 月 商号を「豊トラスティ証券株式会社」に変更。 

2021 年３月 
子会社である YUTAKA SHOJI SINGAPORE PTE.LTD.の清算結了。(2019 年７月 16 日

に解散及び清算決議) 

2022 年 1 月 ㈱大阪取引所にて先物取引等取引参加者として株価指数先物取引を開始。 

2022 年３月 関東地方の池袋支店及びさいたま支店を統合し新宿支店を新設。 

2022 年 4 月 
㈱東京証券取引所の市場区分の見直しにより市場ＪＡＳＤＡＱからスタンダード市場へ

移行。 

2025 年３月 子会社である YUTAKA SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.の清算結了。(2024 年７月１日に

解散及び清算決議) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(2) 経営の組織 

当社の経営組織の概要は次の通りでございます。(2026 年 7 月 31 日現在) 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

人　　事　　部

経営企画・リスク管理部

監　　査　　室

法　人　営　業　部

ディーリング部

システム企画部

経　　理　　部

営業本部長会議
管理本部 総　　務　　部

指名報酬委員委員会 経営リスク管理委員会 常務会 コンプライアンス部

株

主

総

会

取

締

役

会

会

　

長

社

　

長

カスタマーサポート部

本店CAチーム

東京第二営業本部 新宿支店

営業統括本部

監査役会 証　券　統　括　部

本店

金沢支店東京第一営業本部

横浜支店

総務課

福岡支店
福岡営業本部

宇都宮支店東京第三営業本部

広島支店

札幌支店

名古屋支店
名古屋営業本部

松山支店

大阪支店
大阪営業本部

専務付営業部



 

４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に占

める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数(千株) 割合 

1. 株式会社多々良マネジメント 1,000 16.53% 

2. 多々良 義成 407 6.74% 

3. 椛田 法義 401 6.64％ 

4. 株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口) 363 6.00％ 

5. 豊トラスティ証券従業員持株会 320 5.30% 

6. 株式会社三井住友銀行 288 4.77% 

7. 株式会社みずほ銀行 
(常任代理人株式会社日本カストディ銀行) 213 3.52% 

8. 多々良 實夫 207 3.42% 

9. 賀来 昌義 183 3.02% 

10. 多々良 豊子 89 1.47% 

その他(1,561名) 2,577 42.54% 

計1, 571名 6,052 100.00% 

 

５．役員(外国法人にあっては、国内における代表者を含む。)の氏名又は名称 

2026 年 7 月 31 日現在 

役職名 氏名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役会長 多々良 實 夫 有 常勤 

代表取締役社長 安 成 政 文 有 常勤 

専務取締役 多々良 孝 之 無 常勤 

専務取締役 安 達 芳 則 無 常勤 

取締役 日 下 伸 一 無 常勤 

取締役 瀧 田 照 久 無 常勤 

取締役 鷹 啄   浩 無 常勤 

取締役 大 橋 正 直 無 常勤 

取締役 松 本 一 明 無 常勤 

取締役 寺 田 達 史 無 常勤 

取締役 嶋 埜 勝 己 無 常勤 

取締役(社外) 長 尾 和 彦 無 非常勤 

監査役 齋 藤 正 和 無 常勤 

監査役(社外) 北 川 慎 介  無 非常勤 

監査役(社外) 白 須 敏 朗  無 非常勤 

 

 

 



 

６．政令で定める使用人の氏名 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等(法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則をいう。)を遵

守させるための指導に関する業務を統括する者(部長、次長、課長その他いかなる名称を有する者であるかを

問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。)の氏名 

 

氏名 役職名 

多々良 孝 之 専務取締役管理本部長 

瀧 田 照 久 取締役コンプライアンス部部長 

安 藏 隆 基 コンプライアンス部次長 

 

(2) 投資助言業務(金融商品取引法(以下「法」という。第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。)又は

投資運用業(同条第４項に規定する投資運用業をいう。)に関し、助言又は運用(その指図を含む。)を行う部門

を統括する者(金融商品の価値等(法第２条第８項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。)の分析に

基づく投資判断を行う者を含む。)の氏名 

 

氏名 役職名 

該当無し  

 

７．業務の種別 

・第一種金融商品取引業 

・第二種金融商品取引業 

 

８．本店その他の営業所又は事務所(外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又は事務所そ

の他の営業所又は事務所)の名称及び所在地 

 

名称 所在地 

本社 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目 16 番 12 号 

宇都宮支店 栃木県宇都宮市馬場通り二丁目１番１号 

新宿支店 東京都新宿区西新宿八丁目 15 番 17 号 

横浜支店 神奈川県横浜市中区山下町 223 番地１ 

札幌支店 北海道札幌市中央区南一条西十丁目６番地 

金沢支店 石川県金沢市南町６番１号 

名古屋支店 愛知県名古屋市中村区名駅南一丁目 20 番 14 号 

大阪支店 大阪府大阪市中央区久太郎町二丁目５番 28 号 

松山支店 愛媛県松山市三番町七丁目１番 21 号 

広島支店 広島県広島市中区立町２番 29 号 

福岡支店 福岡県福岡市博多区博多駅南一丁目８番 36 号 

 

 



 

９．他に行っている事業の種類 

・商品先物取引法第 2 条第 21 項に規定する商品市場における取引等に係る業務 

・金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

・外国商品市場取引 

・自ら所有する不動産の賃貸に係る業務 

・古物商の業務（金地金、白金地金、銀地金の売買に係る業務） 

・商品先物取引法第 196 条により届出を行っている兼業業務（白金地金、銀地金の売買に係る業務） 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

手続実施基本契約を締結する指定紛争解決機関 

・特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター(以下、「ＦＩＮＭＡＣ」) 

(特定第一種金融商品取引業務に限る。) 

 

当社の金商法上の業務に関する苦情等の解決については、金融商品取引業務に係る苦情・紛争処理規程に

基づく社内措置を講ずるほか、次の各号に掲げる業務の種別ごとに、当該各号に掲げる外部機関等を利用す

る措置を講じております。 

 

(1) 第一種金融商品取引業「ＦＩＮＭＡＣ」との間で特定第一種金融商品取引業務に係る手続き実施基本契

約を締結し利用する措置。 

 

(2) 第二種金融商品取引業金商法第 37 条の 7 第 1 項第 2 号ロに規定する苦情処理措置及び紛争解決処置とし

て、市場デリバティブ取引に関する紛争については、一般社団法人金融先物取引業協会(「ＦＩＮＭＡＣ」に

業務委託)、市場デリバティブ取引以外の取引に関する紛争については、一般社団法人第二種金融商品取引業

協会(「ＦＩＮＭＡＣ」に業務委託)を利用する措置。 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

・一般社団法人金融先物取引業協会 

・一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

・日本証券業協会 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

・株式会社東京金融取引所 

・株式会社大阪取引所 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

・日本投資者保護基金 

・日本商品委託者保護基金 

 

 

 

 



 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．直近の事業年度における業務の概要 

当社は商品市場、証券市場及び為替市場等において多角的に商品デリバティブ取引業及び金融商品取

引業を展開しております。 

当事業年度における当社の状況は、商品デリバティブ取引においては、総売買高が 1,387 千枚（前年

同期比 11.5％増）となりました。主な要因は、主力商品である金を中心に、貴金属市場の委託売買高が

増加したことによるものです。商品デリバティブ取引の主な商品別の委託売買高は、金（標準取引）が

724 千枚（総委託売買高に対する割合 52.2％）、白金（標準取引）が 348 千枚（同 25.1％）、東京原油が

267 千枚（同 19.2％）となっております。 

主力商品である金は、米国の金融政策、地政学リスク、世界経済の先行き不透明感、新興国を中心と

した中央銀行の金買い等を背景に投資家の関心が高まる相場環境となりました。ＮＹ金市場では、米国

の金融政策やインフレ動向、地政学リスク等を背景に上昇基調となり、一時 3,500 ドル台を付ける場面

がみられたほか、その後も高値圏で推移しました。国内金市場においても、円安基調や海外金価格の上

昇を背景に上昇し、当事業年度中には 16,000 円台から 20,000 円台へ上昇する場面がみられました。そ

の後も金に対する投資需要は底堅く推移し、当社の受入手数料の増加要因となりました。このような相

場環境のもと、受入手数料（商品デリバティブ取引）は 10,930 百万円（前年同期比 82.7％増）となって

おります。 

金融商品取引の取引所株価指数証拠金取引「ゆたかＣＦＤ」においては、国内外の金融政策、為替相

場、米国株式市場の動向、企業業績及び米国の通商政策等を背景として、株価指数市場が変動する展開

となりました。日経平均株価は、期初に 30,000 円台前半で推移した後、米国株式市場の動向や国内企業

業績、円安基調等を背景に上昇する場面があり、期中には 40,000 円台、さらに 50,000 円台を意識する

展開もみられました。このような株価指数市場の変動により顧客の投資需要が高まり、取引所株価指数

証拠金取引に係る受入手数料の増加要因となりました。その結果、受入手数料（取引所株価指数証拠金

取引）は 1,494 百万円（前年同期比 28.1％増）となっております。 

金融商品取引の取引所為替証拠金取引「Ｙｕｔａｋａ24」においては、米国の金融政策、日銀の金融

政策、日米金利差、米国経済指標及び為替市場におけるリスク選好の変化等を背景に、主要通貨が変動

する展開となりました。主力商品である米ドル円の証拠金取引は、期中に 140 円台から 150 円台を中心

に推移し、米国の利下げ観測、日銀の金融政策、国内外の政治・財政運営に対する見方、地政学リスク

等を背景に、一時 160 円台まで円安ドル高が進行する場面もみられました。一方で、取引所為替証拠金

取引に係る委託売買高は前年同期を下回り、受入手数料（取引所為替証拠金取引）は 84 百万円（前年同

期比 76.9％減）となっております。 

全体では、トレーディング損益が 152 百万円の利益（前年同期比 163.7％増）となり、純営業収益は

12,925 百万円（前年同期比 68.5％増）、営業利益は 6,237 百万円（前年同期比 186.4％増）、経常利益は

6,339 百万円（前年同期比 179.8％増）、税引前当期純利益は 6,515 百万円（前年同期比 168.0％増）、当

期純利益は 4,405 百万円（前年同期比 161.5％増）を計上することとなりました。 

 

 

 

 

 

 



 

なお、金融商品取引ごとの主な詳細は以下のとおりであります。 

 

前事業年度 証拠金預託額 残高有り口座数 総取引数量 

(2025年3月31日) （単位：円） （単位：口座） （単位：枚） 

株価指数先物取引 122,552,667 25 3,434 

取引所株価指数証拠金取引 16,427,942,457 3,432 1,404,728 

商品関連市場デリバティブ取引 61,171,016,638 1,683 929,209 

取引所為替証拠金取引 3,775,967,422 1,813 814,452 

 

 

当事業年度 証拠金預託額 残高有り口座数 総取引数量 

(2026年3月31日) （単位：円） （単位：口座） （単位：枚） 

株価指数先物取引 14,449,872 18 362 

取引所株価指数証拠金取引 8,276,923,363 3,468 1,749,002 

商品関連市場デリバティブ取引 176,544,612,879 1,590 1,104,279 

取引所為替証拠金取引 3,466,687,331 1,684 128,640 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

(単位：株，百万円) 

 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 

資本金 1,722 1,722 1,722 

発行済株式総数 8,897,472 8,897,472 8,897,472 

営業収益 7,407 7,690 12,947 

(受入手数料) 7,326 7,534 12,512 

((委託手数料)) 7,326 7,534 12,511 

(株券) 1,334 1,185 1,496 

(債券) － － － 

(受益証券) － 0 0 

(その他) 5,992 6,348 11,015 

((引受・売出等の手数料)) － － － 

((募集・売出等の取扱手数料)) － － － 

((その他の受入手数料)) 0 0 0 

(トレーディング損益) △5 57 152 

((株券等)) － － － 

(商品有価証券等) － － － 

(デリバティブ取引) － － － 

((債券)) － － － 

(商品有価証券等) － － － 

(デリバティブ取引) － － － 

((その他)) △5 57 152 

(有価証券に関連する損益) － － － 

(有価証券に関連しない損益) △5 57 152 

市場デリバティブ取引 △18 57 152 

(商品デリバティブ取引(金商法)) △44 49 155 

(商品デリバティブ取引(商先法)) 25 △0 7 

(外国為替証拠金取引) － 8 △11 

外国市場デリバティブ取引 － － － 

店頭デリバティブ取引 － － － 

その他 12 0 1 

(貴金属等現物売買) 12 0 1 

純営業収益 7,393 7,672 12,925 

経常損益 2,181 2,265 6,339 

当期純損益 1,388 1,684 4,405 

 

 



 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

該当事項なし 

 

(3) その他業務の状況 

(単位：百万円) 

 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 

不動産収入 0 0 0 

その他の営業収益 85 96 32 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

(単位：％,百万円) 

 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 

自己資本規制比率(Ａ／Ｂ×100) 476.2% 493.3% 445.1% 

固定化されていない自己資本(Ａ) 7,743 9,350 12,944 

リスク相当額(Ｂ) 1,626 1,895 2,907 

 市場リスク相当額 297 263 361 

 取引先リスク相当額 118 282 1,045 

 基礎的リスク相当額 1,209 1,348 1,501 

 暗号資産等による控除額 ― ― ― 

 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

(単位：名) 

 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 2026 年 3 月期 

使用人 349 345 357 

(うち外務員) 314 308 314 

 

 

Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成 18 年２月７日法務省

令第 13 号）に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成 19 年内閣府令第 52 号)及び「有価証券

関連業経理の統一に関する規則」(日本証券業協会自主規制規則昭和 49 年 11 月 14 日付)に準拠して作成して

おります。 

また、商品デリバティブ取引業の固有事項については、「商品先物取引業統一経理基準」(日本商品先物取

引協会平成 23 年３月２日改正)及び「商品先物取引業における金融商品取引法に基づく開示の内容につい

て」(日本商品先物取引協会令和２年５月 28 日改正)に準拠して作成しております。 

 

  



(1) 貸借対照表 

第 69 期当事業年度(2025 年３月 31 日) 

(単位：千円) 

科目 金額 科目 金額 

(資産の部) 
 

(負債の部) 
 

流動資産 
 

流動負債 
 

現金・預金 8,155,810 トレーディング商品 － 

預託金 373,000 商品有価証券等 － 

顧客分別金信託 30,000 デリバティブ取引 － 

金融商品取引責任準備預託金 － 約定見返勘定 － 

その他の預託金 343,000 信用取引負債 － 

金商法 43 条 3 に基づくもの 30,000 信用取引借入金 － 

上記以外のもの 313,000 信用取引貸証券受入金 － 

トレーディング商品 － 有価証券担保借入金 － 

商品有価証券 － 有価証券貸借取引受入金 － 

デリバティブ取引 － 現先取引借入金 － 

約定見返勘定 － 預り金 40,075 

信用取引資産 － 顧客からの預り金 － 

信用取引貸付金 － 募集等受入金 － 

信用取引借証券担保金 － その他の預り金 40,075 

有価証券担保貸付金 － 受入保証金 108,763,142 

借入有価証券担保金 － 発行日取引受入保証金 － 

現先取引貸付金 － 信用取引受入保証金 － 

立替金 18,491 先物取引受入証拠金 108,763,142 

顧客への立替金 17,544 有価証券引渡票受入金 － 

その他の立替金 947 その他の受入保証金 － 

募集等払込金 － 有価証券等受入未了勘定 － 

短期差入保証金 64,408,306 受取差金勘定 － 

発行日取引差入証拠金 － 短期借入金 700,000 

信用取引差入保証金 － 前受金 62 

先物取引差入証拠金 64,402,918 前受収益 － 

有価証券引渡票支払金 － 未払金 309,870 

その他の差入保証金 5,388 未払費用 138,071 

有価証券等引渡未了勘定 － 未払法人税等 344,565 

支払差金勘定 15,762,380 賞与引当金 174,890 

短期貸付金 239,919 その他の流動負債 88,803 

前払金 － 流動負債計 110,559,481 

前払費用 42,541 固定負債 
 

未収入金 989,072 長期借入金 － 

未収収益 158,363 繰延税金負債 123,015 



その他の流動資産 29,565,400 退職給付引当金 855,594 

貸倒引当金 △2,282 その他の固定負債 597,032 

流動資産計 119,711,220 固定負債計 1,575,642 

固定資産 
 

引当金  

有形固定資産 2,550,255 金融商品取引責任準備金 44,826 

建物 554,252 商品取引責任準備金 40,273 

構築物 1,921 引当金計 85,099 

器具備品 104,249 負債合計 112,220,224 

土地 1,879,193 (純資産の部) 
 

リース資産 10,637 株主資本 13,082,221 

無形固定資産 121,592 資本金 1,722,000 

のれん － 新株式申込証拠金 － 

ソフトウエア 121,592 資本剰余金 1,257,794 

ソフトウエア仮勘定 － 資本準備金 1,104,480 

投資その他の資産 3,411,103 その他資本剰余金 153,314 

投資有価証券 2,012,878 利益剰余金 11,940,503 

出資金 － 利益準備金 430,500 

長期貸付金 4,238 その他利益剰余金 11,510,003 

長期差入保証金 553,053 積立金 5,700,000 

長期前払費用 6,132 繰越利益剰余金 5,810,003 

前払年金費用 － 自己株式 △ 1,838,075 

繰延税金資産 － 自己株式申込証拠金 － 

その他 1,015,098 評価・換算差額等 491,725 

貸倒引当金 △ 180,299 その他有価証券評価差額金 491,725 

固定資産計 6,082,951 繰延ヘッジ損益 － 

繰延資産 
 

株式引受権 － 

繰延資産計 － 新株予約権 － 
  

純資産合計 13,573,947 

資産合計 125,794,171 負債・純資産合計 125,794,171 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 70 期当事業年度(2026 年３月 31 日) 

(単位：千円) 

科目 金額 科目 金額 

(資産の部) 
 

(負債の部) 
 

流動資産 
 

流動負債 
 

現金・預金 10,748,338 トレーディング商品 － 

預託金 373,000 商品有価証券等 － 

顧客分別金信託 30,000 デリバティブ取引 － 

金融商品取引責任準備預託金 － 約定見返勘定 194 

その他の預託金 343,000 信用取引負債 － 

金商法 43 条 3 に基づくもの 30,000 信用取引借入金 － 

上記以外のもの 313,000 信用取引貸証券受入金 － 

トレーディング商品 731 有価証券担保借入金 － 

商品有価証券 － 有価証券貸借取引受入金 － 

デリバティブ取引 731 現先取引借入金 － 

約定見返勘定 － 預り金 84,218 

信用取引資産 － 顧客からの預り金 － 

信用取引貸付金 － 募集等受入金 － 

信用取引借証券担保金 － その他の預り金 84,218 

有価証券担保貸付金 － 受入保証金 235,792,465 

借入有価証券担保金 － 発行日取引受入保証金 － 

現先取引貸付金 － 信用取引受入保証金 － 

立替金 34,365 先物取引受入証拠金 235,792,465 

顧客への立替金 33,308 有価証券引渡票受入金 － 

その他の立替金 1,057 その他の受入保証金 － 

募集等払込金 － 有価証券等受入未了勘定 － 

短期差入保証金 214,967,512 受取差金勘定 23,685,666 

発行日取引差入証拠金 － 短期借入金 700,000 

信用取引差入保証金 － 前受金 62 

先物取引差入証拠金 214,959,111 前受収益 － 

有価証券引渡票支払金 － 未払金 3,733,227 

その他の差入保証金 8,400 未払費用 190,867 

有価証券等引渡未了勘定 － 未払法人税等 1,932,861 

支払差金勘定 － 賞与引当金 390,921 

短期貸付金 200,855 その他の流動負債 169,149 

前払金 － 流動負債計 266,679,633 

前払費用 39,625 固定負債 
 

未収入金 91 長期借入金 － 

未収収益 249,470 繰延税金負債 218,590 

その他の流動資産 53,264,334 退職給付引当金 841,596 



貸倒引当金 △ 2,900 その他の固定負債 658,300 

流動資産計 279,875,424 固定負債計 1,718,486 

固定資産 
 

引当金  

有形固定資産 2,513,072 金融商品取引責任準備金 63,687 

建物 498,431 商品取引責任準備金 40,273 

構築物 1,743 引当金計 103,961 

器具備品 101,550 負債合計 268,502,081 

土地 1,879,193 (純資産の部) 
 

リース資産 14,652 株主資本 17,013,711 

建設仮勘定 17,500 資本金 1,722,000 

無形固定資産 122,760 新株式申込証拠金 － 

のれん － 資本剰余金 1,303,163 

ソフトウエア 122,760 資本準備金 1,104,480 

ソフトウエア仮勘定 － その他資本剰余金 198,683 

投資その他の資産 3,871,922 利益剰余金 15,829,473 

投資有価証券 2,455,772 利益準備金 430,500 

出資金 － その他利益剰余金 15,398,973 

長期貸付金 4,238 積立金 5,700,000 

長期差入保証金 491,428 繰越利益剰余金 9,698,973 

長期前払費用 4,772 自己株式 △ 1,840,926 

前払年金費用 － 自己株式申込証拠金 － 

繰延税金資産 － 評価・換算差額等 867,387 

その他 1,204,462 その他有価証券評価差額金 867,387 

貸倒引当金 △ 288,752 繰延ヘッジ損益 － 

固定資産計 6,507,755 株式引受権 － 

繰延資産 
 

新株予約権 － 

繰延資産計 － 純資産合計 17,881,098 

資産合計 286,383,180 負債・純資産合計 286,383,180 

(注) 当社の貸借対照表(関連する注記を含む)は当社 HP をご確認ください。 

「第 69 期有価証券報告書」 

「https://www.yutaka-trusty.co.jp/src/img/2634761c2ef4ecfbd43d60588da126e7.pdf」にて公表しております。 

「第 70 期有価証券報告書」 

「https://www.yutaka-trusty.co.jp/src/img/88a95b448afa29e0111ad26275d623a5.pdf」にて公表しております。 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.yutaka-trusty.co.jp/src/img/2634761c2ef4ecfbd43d60588da126e7.pdf
https://www.yutaka-trusty.co.jp/src/img/88a95b448afa29e0111ad26275d623a5.pdf


(2) 損益計算書 

第 69 期当事業年度(自 2024 年 4 月 1 日  至 2025 年３月 31 日) 

(単位：千円) 

科目 金額 

営業収益 
  

受入手数料 
 

7,534,410 

委託手数料 7,534,126  

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 －  

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 －  

その他の受入手数料 283  

トレーディング損益 
 

57,800 

株券等トレーディング損益 －  

債券等トレーディング損益 －  

その他のトレーディング損益 57,800 
 

金融収益  － 

その他の営業収益  97,931 

営業収益計  7,690,142 

金融費用  17,713 

純営業収益  7,672,429 

販売費・一般管理費  5,494,365 

取引関係費 753,657  

人件費 3,505,480  

不動産関係費 328,633  

事務費 18,087  

減価償却費 139,310  

租税公課 97,575  

貸倒引当金繰入れ 20,132  

その他 651,619  

営業利益(又は営業損失)  2,178,063 

営業外収益  92,738 

営業外費用  4,896 

経常利益(又は経常損失)  2,265,905 

特別利益   

臨時利益 569,446  

金融商品取引責任準備金戻入 －  

前期損益修正益 －  

その他 －  

特別利益計 
 

569,446 

特別損失 
 

 

有価証券評価減 98,055  



臨時損失 296,215  

金融商品取引責任準備金繰入れ 10,095  

前期損益修正損 －  

その他 － 
 

特別損失計  404,366 

税引前当期純利益(又は税引前当期純損失)  2,430,985 

法人税、住民税及び事業税  726,734 

法人税等調整額  19,404 

当期純利益(又は当期純損失)  1,684,846 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 70 期当事業年度(自 2025 年 4 月 1 日  至 2026 年３月 31 日) 

(単位：千円) 

科目 金額 

営業収益 
  

受入手数料 
 

12,512,055 

委託手数料 12,511,778  

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 －  

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 －  

その他の受入手数料 277  

トレーディング損益 
 

152,423 

株券等トレーディング損益 －  

債券等トレーディング損益 －  

その他のトレーディング損益 152,423 
 

金融収益  249,233 

その他の営業収益  33,978 

営業収益計  12,947,691 

金融費用  22,220 

純営業収益  12,925,470 

販売費・一般管理費  6,687,805 

取引関係費 764,832  

人件費 4,473,965  

不動産関係費 326,308  

事務費 19,679  

減価償却費 150,514  

租税公課 163,379  

貸倒引当金繰入れ 113,500  

その他 675,626  

営業利益(又は営業損失)  6,237,665 

営業外収益  114,778 

営業外費用  12,706 

経常利益(又は経常損失)  6,339,737 

特別利益   

臨時利益 229,214  

金融商品取引責任準備金戻入 －  

前期損益修正益 －  

その他 －  

特別利益計 
 

229,214 

特別損失 
 

 

有価証券評価減 －  

臨時損失 34,162  



金融商品取引責任準備金繰入れ 18,861  

前期損益修正損 －  

その他 － 
 

特別損失計  53,023 

税引前当期純利益(又は税引前当期純損失)  6,515,928 

法人税、住民税及び事業税  2,187,497 

法人税等調整額  △ 77,335 

当期純利益(又は当期純損失)  4,405,766 

(注) 当社の損益計算書(関連する注記を含む)は当社 HP をご確認ください。 

「第 69 期有価証券報告書」 

「https://www.yutaka-trusty.co.jp/src/img/2634761c2ef4ecfbd43d60588da126e7.pdf」にて公表しております。 

「第 70 期有価証券報告書」 

「https://www.yutaka-trusty.co.jp/src/img/88a95b448afa29e0111ad26275d623a5.pdf」にて公表しております。 

 

  

https://www.yutaka-trusty.co.jp/src/img/2634761c2ef4ecfbd43d60588da126e7.pdf
https://www.yutaka-trusty.co.jp/src/img/88a95b448afa29e0111ad26275d623a5.pdf


(3) 株主資本等変動計算書 

第 69 期当事業年度(自 2024 年 4 月 1 日  至 2025 年３月 31 日) 

(単位：千円) 
 

株主資本 評価・換算差額等 株

式

引

受

権 

新

株

予 

約

権 

純資産 

合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資 

本合計 

その他 

有価証 

券評価 

差額金 

繰

延

ヘ 

ッ

ジ

損 

益 

土

地

再 

評

価

差 

額

金 

評価・ 

換算差 

額等合 

計 

資本準 

備金 

その他 

資本剰 

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益準 

備金 

その他利益剰余 

金 

利益剰 

余金合 

計 

別途積 

立金 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 1,722,000 1,104,480 1,939 1,106,419 430,500 5,700,000 4,530,639 10,661,139 △ 1,797,153 11,692,405 783,478 ― ― 783,478 ― ― 12,475,884 

当期変動額                  

剰余金の配当       △ 405,483 △ 405,483  △ 405,483       △405,483 

別途積立金の取崩      － － －  －       － 

当期純利益又は当期

純損失(△) 
      1,684,846 1,684,846  1,684,846       1,684,846 

自己株式の処分   151,375 151,375     93,625 245,000       245,000 

自己株式の取得    － －     △ 45 △ 45       △ 45 

利益剰余金から資本

剰余金への振替 
  － －   － －  －       － 

株式給付信託による

自己株式の処分 
        110,498 110,498       110,498 

株式給付信託による

自己株式の取得 
        △245,000 △245,000       △245,000 

株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
          △291,753 ― ― △291,753 ― ― △291,753 

当期変動額合計 ― ― 151,375 151,375 ― ― 1,279,363 1,279,363 △40,922 1,389,816 △291,753 ― ― △291,753 ― ― 1,098,062 

当期末残高 1,722,000 1,104,480 153,314 1,257,794 430,500 5,700,000 5,810,003 11,940,503 △ 1,838,075 13,082,221 491,725 ― ― 491,725 ― ― 13,573,947 



 

第 70 期当事業年度(自 2025 年 4 月 1 日  至 2026 年３月 31 日) 

(単位：千円) 
 

株主資本 評価・換算差額等 株

式

引

受

権 

新

株

予 

約

権 

純資産 

合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資 

本合計 

その他 

有価証 

券評価 

差額金 

繰

延

ヘ 

ッ

ジ

損 

益 

土

地

再 

評

価

差 

額

金 

評価・ 

換算差 

額等合 

計 

資本準 

備金 

その他 

資本剰 

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益準 

備金 

その他利益剰余 

金 

利益剰 

余金合 

計 

別途積 

立金 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 1,722,000 1,104,480 153,314 1,257,794 430,500 5,700,000 5,810,003 11,940,503 △ 1,838,075 13,082,221 491,725 ― ― 491,725 ― ― 13,573,947 

当期変動額                  

剰余金の配当       △ 516,796 △ 516,796  △ 516,796       △ 516,796 

別途積立金の取崩      － － －  －       － 

当期純利益又は当期

純損失(△) 
      4,405,766 4,405,766  4,405,766       4,405,766 

自己株式の処分   45,369 45,369     23,398 68,768       68,768 

自己株式の取得    － －     － －       － 

利益剰余金から資本

剰余金への振替 
  － －   － － － －－       － 

株式給付信託による

自己株式の処分 
        42,518 42,518       42,518 

株式給付信託による

自己株式の取得 
        △ 68,768 △ 68,768       △ 68,768 

株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
          375,662 ― ― 375,662 ― ― 375,662 

当期変動額合計 ― ― 45,369 45,369 ― ― 3,888,970 3,888,970 △ 2,850 3,931,489 375,662 ― ― 375,662 ― ― 4,307,151 

当期末残高 1,722,000 1,104,480 198,683 1,303,163 430,500 5,700,000 9,698,973 15,829,473 △ 1,840,926 17,013,711 867,387 ― ― 867,387 ― ― 17,881,098 



２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

(単位：千円) 

第 69 期当事業年度 第 70 期当事業年度 

2025 年 3 月 31 日 2026 年 3 月 31 日 

借入先 借入金種類 借入金額 借入先 借入金種類 借入金額 

㈱三井住友銀行 短期借入金 300,000 ㈱三井住友銀行 短期借入金 300,000 

㈱みずほ銀行 300,000 ㈱みずほ銀行 300,000 

㈱西日本ｼﾃｨ銀行 100,000 ㈱西日本ｼﾃｨ銀行 100,000 

㈱三井住友銀行 短期借入金 

(1 年以内返済予定

長期) 

－ ㈱三井住友銀行 短期借入金 

(1 年以内返済予定

長期) 

－ 

㈱みずほ銀行 － ㈱みずほ銀行 － 

㈱西日本ｼﾃｨ銀行 － ㈱西日本ｼﾃｨ銀行 － 

㈱三井住友銀行 長期借入金 － ㈱三井住友銀行 長期借入金 － 

㈱みずほ銀行 － ㈱みずほ銀行 － 

㈱西日本ｼﾃｨ銀行 － ㈱西日本ｼﾃｨ銀行 － 

合計 700,000 合計 700,000 

 

３．保有する有価証券(トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。)の取得価額、時

価及び評価損益 

(投資その他の資産) 投資有価証券 

(単位：千円) 

第 69 期当事業年度 

2025 年 3 月 31 日 

種類 取得原価 貸借対照表計上額 評価損益 

株式 1,214,794 1,932,851 718,056 

債券 － － － 

その他 95,300 80,027 △15,272 

合計 1,310,094 2,012,878 702,784 

  

(投資その他の資産) 投資有価証券 

(単位：千円) 

第 70 期当事業年度 

2026 年 3 月 31 日 

種類 取得原価 貸借対照表計上額 評価損益 

株式 1,122,200 2,388,829 1,266,629 

債券 － － － 

その他 94,600 66,942 △27,657 

合計 1,216,800 2,455,772 1,238,972 

 

 

 



４．デリバティブ取引(トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。)の契約価額、時価及

び評価損益 

 

(単位：千円) 

区分 種類 

第 69 期当事業年度 

2025 年 3 月 31 日 

契約価額 
契約価額のうち

１年超 

時価 
契約価額 

市場取引 

商品デリバティブ取引 

売建 － － － － 

買建 － － － － 

差引計 － － － － 

 

区分 種類 

第 70 期当事業年度 

2026 年 3 月 31 日 

契約価額 
契約価額のうち

１年超 
時価 評価損益 

市場取引 

商品デリバティブ取引 

売建 － － － － 

買建 8,520 － 8,715 195 

差引計 － － － 195 

市場取引 

取引所為替証拠金取引 

売建 165,030 － 164,420 609 

買建 47,507 － 47,630 122 

差引計 － － － 731 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(2024 年４月１日から 2025 年３

月 31 日まで)の財務諸表及び当事業年度(2025 年４月１日から 2026 年３月 31 日まで)の財務諸表について、

東陽監査法人の監査を受け、それぞれ監査報告書を受領しております。 

 

  



Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

当社では、書面や電話及び各関係機関を通して寄せられるお客様からの相談及び苦情については、コンプ

ライアンス部に集め、速やかにお客様へ回答すべく、先ずは、相談及び苦情の内容を精査し、その結果をお

客様にお伝えし十分にご納得いただけるよう丁寧な説明に努めております。また、相談及び苦情の内容や発

生状況等については経営陣に報告される体制となっており、再発防止や予防措置の策定の重要な情報となっ

ております。 

当社における内部監査は、「内部監査規程」に基づいて、会計監査人及び監査役との協調を図りながら、原

則としてすべての業務部門を対象に監査を実施しております。当社の監査体制は、業務部門とは独立した内

部監査部門（監査室）を中核とする内部監査プロジェクトチームを編成し、内部監査の目的に照らしてその

重要性並びに必要性の観点から、業務監査、会計監査、個人情報監査等を実施しております。また、金融商

品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の評価及び報告も実施しております。 

コンプライアンス（法令遵守）につきましては、コンプライアンス部による従業員に対する研修及び外部

のオンライン研修等を実施することで、コンプライアンス態勢の強化及び維持に向けて一層注力してまいり

ます。 

 

２．分別管理等の状況 

(1) 金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

(単位：百万円) 

 2025年３月31日現在の金額 2026年３月31日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 12 30 

期末日現在の顧客分別金信託額 30 30 

期末日現在の顧客分別金必要額 9 6 

 

② 有価証券(電子記録移転有価証券表示権利等を除く。)の分別管理の状況 

該当事項なし 

 

③ 有価証券(電子記録移転有価証券表示権利等(令第１条の 12 第２号に規定する権利を除く。)に限る。)の

分別管理の状況 

該当事項なし 

  



(2) 金融商品取引法第 43 条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

当社は、金融商品取引業等に関する内閣府令改正附則(平成 26 内閣令 11)第２条に基づき、同条第１項第 2

号及び第 4 号の財産管理措置を講じています。 

 なお、期末日現在の商品顧客区分管理信託額は第 2 号該当無し、第 4 号 500 百万円となっております。 

 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

(単位：百万円) 

 2025年３月31日現在の金額 2026年３月31日現在の金額 

直近差替計算基準日の商品顧客区分管理必要額 45 27 

期末日現在の商品顧客区分管理信託額 
2号－ 

4号500 

2号－ 

4号500 

期末日現在の商品顧客区分管理必要額 45 27 

 

② 有価証券等の区分管理の状況 

(単位：百万円) 

管理場所及び国名 管理方法 区分 数量 額面金額 

自己の固有財産と区分して管理 単純管理 倉荷証券 － － 

㈱だいこう証券ビジネス・日本国 振替決済 株券 － － 

 

(3)金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理の状況 

① 法第 43 条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況 

(単位：百万円、千株等) 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内訳 

金
銭 

金銭信託 30 30 ㈱三井住友銀行 

－ － － － 

有
価
証
券
等 

－ － － － 

－ － － － 

－ － － － 

 

② 法第 43 条の３第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項なし 

 

  



Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

 

 

  

当
社
（
豊
ト
ラ
ス
テ
ィ
証
券
株
式
会
社
） 

一
般
顧
客
（
法
人
及
び
個
人
） 

《商品デリバティブ取引業等》 

子会社 

〇ユタカ・アセット・トレーディング株式会社 

《不動産管理業》 

子会社 

〇ユタカエステート株式会社 

商品デリバティブ取引業等の受託 

研修施設等の管理 

金融商品等の販売 

商品デリバティブ取引業及び金融商品取引業の受託 

あかつき証券株式会社 
証券取引等の媒介の受託 

業務提携 

（注） 〇印は連結子会社であり、    は連結の範囲であります。 



２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

商号又は名称 本店所在地又は主たる事務所の所在地 
資本金の額 

(百万円) 
事業の内容 

当社及び他の子

会社等の保有す

る議決権の数の

合計 

（口） 

子会社等の総株

主等の議決権に

占める当該保有

する議決権の数

の割合 

(％) 

ユタカ・アセット・ 

トレーディング株式会社 
東京都中央区日本橋蛎殻町 1-16-12 200 商品デリバティブ取引業等 6,000 100.00 

ユタカエステート株式会社 東京都中央区日本橋蛎殻町 1-16-12 30 不動産管理業 60,000 100.00 

 

 

以上 

 


